
抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

当施設の運営基盤であるさぬき市及び東かがわ市の第８期介護保険事業計画(２０２１年～２０２３年)では、当該事業の対
象者となる要介護認定者数が２０３０年頃にピークを迎えるものと推計されている。
このことから、需要はまたまだ伸びると考えられ、当該事業の基本は利用者数の確保であるが、当面は当事業を継続して
も問題なく運営していけると考えられる。
一方、過去の経緯として平成２２年度から平成２３年度にかけて民営化・民間譲渡について具体的に検討したところである
が、職員の身分保障等の問題もあり、実施には至っていない。
また、平成８年度に建築した現在の施設は大規模改修が必要な時期になりつつあり、多額の投資的経費が見込まれるこ
とから、今後の利用状況等を踏まえ、当該事業の在り方について長期的に検討していく。
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地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和4年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（取組の概要） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

検討中 ●

周辺の民間施設が充実して
きたことにより利用者が減少
傾向にあることから事業を休
止する。

当施設利用者の受け入れ先の確保が課題である。

④民営化・民間譲渡による廃止
⑤広域化による廃止
⑥その他

百万円(年)

実施予定
年 月 日③事業目的の完了

①診療所化・介護施設化

取組事項 事業廃止

●

実施済
全部廃止 一部廃止

②簡易水道事業の飲料水供給施設化

抜本的な改革の取組
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地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和4年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


